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全国遷延性意識障害者・家族の会　　代表　　桑山　雄次

私たちは、「終末期の医療に患者の意思の尊重に関する法律案」
（いわゆる「尊厳死法」）による法制化に強く反対し、慎重な議論を求めます。

私たちの会は、事故や病気で最重度の中途障害（遷延性意識障害＝いわゆる「植物状態」）を負い、日夜、医療や介護の問題で苦闘している障害者・家族の団体です。
障害を負う原因は、交通事故、脳卒中、心肺停止、労働災害、犯罪被害、スポーツ事故、医療過誤など、多くの原因があります。
　昨年度に、上記法案について検討が開始され、他の多くの団体からも反対声明が出ています。私たちの会は、介護の合間をぬう困難な中、全国から多くの者が上京し、総会を行い、その中でこの声明を採択しました。

　私たちの会は、結成されて８年になります。結成以前より、医療や福祉の十分なあり方を求めて、国や自治体と交渉を各地で行ってきました。今まで、決して少なくない方々が、意識障害を脱し、明確なコミュニケーションをとれるようになることを見てきています。
また、毎年行われる日本意識障害学会にも、１０年以上、発表や出席を続け、回復の事例を見てきました。
顕著な例では、自動車事故によって、遷延性意識障害者に陥った障害者の治療・看護を集中的に行う、（独）自動車事故対策機構の療護センターや委託病床が全国に２６０床あまりあります。その中で、意識障害から脱却される人は１０％程度あり、また意識回復まではいかないものの、かなり多くの人の改善が実証されています。本来、十分な医療や看護、リハビリテーションがあれば、回復が可能な人々は、潜在的には相当な数になると思います。

　今回の法案は、「終末期の判定」、「延命措置の差し控え」と、「医師の免責」を求めるものと考えていますが、以下の点を慎重に審議して頂きたいと考えています。

1、 終末期の定義について
　今まで「終末期」「臨死期」「ポイント・オブ・ノーリターン」など、多くの事柄が議論されてきましたが、いわゆる「終末期」の定義は、厚労省のガイドライン、日本医師会、救命医学会の見解などでも不明です。法制化されるときの「終末期」は、「案」にあるように本当に二人の医師の判断で十分なのでしょうか。

2、 延命医療の差し控えについて
　１３年前の平成１１年に、「脳死」からの心臓移植などが法制化されました。（「臓器移植に関する法律」）その議論の中では、「ご本人がドナーカードを持っているから」ということが大きな理由になったと理解していますが、その後、平成２１年に改定され、家族の同意で移植が可能になり、２２年には親族への優先提供も可能になりました。
　今回の法案では、「本人の意思が不明の場合は、この法の対象としない」ということが明記されているのですが、「法」は時代とともに変わるので、変更もあり得るということに、疑念がどうしても拭うことができません。
　また、「本人の意思」についても、決して十分とは言えない我が国の医療や福祉の中で、長期療養も難しく、重い障害のある当事者本人が、家族や周囲を慮って「意思」を表明する場合もあり、それは本当に「本人の意思」と言えるのでしょうか。

3、 医師の免責について
　終末期の判断が問われる救命の現場で、「医師が救命をしなくとも良い」ようにもとれる可能性があることに、非常に不安を覚えます。「終末期」の判断もさることながら、当会会員のような障害の極めて重い、遷延性意識障害の場合は非常に厳しい状態にあります。

　私たちは、止む無く医療が中止されるケースを否定しませんが、それは患者・家族と医療職との信頼関係があれば、現状でも十分可能ですし、その信頼関係こそが、最も求められているのは明らかです。またそれは決して、法制化ということで進むわけではありません。
また、自己決定の原則を理解しつつも、過剰なまでの自己決定論には懐疑的で、私たちの意思決定には家族や周囲の多くの人々とともに行っているというのが実感です。
この問題は、個人の価値観や信条、宗教観など多くの要因が考えられ、本来議会で多数決をとるような法には馴染まない面がありますが、法制化には過半数でなく、かなり多くの賛同が必要であろうと考えています。

　他方、この法案には、「回復不能な遷延性意識障害者」のことが、強く意識されている背景があります。人の生きる「尊厳」には比較不可能性があると私たちは考えています。
終末期を医療の中止という形で迎えるのも「尊厳」の在り方でしょうし、最期まで医療を続け、人の命を守るのも「尊厳」の在り方と思います。またグローバルスタンダードとされる「欧米では認められている」と一括りで言っても、英米と大陸でも異なり、ヨーロッパの中でも国によって、「尊厳」の内容にも非常に差があります。

　そのような中で、終末期の議論をされ、法制化されることについて、強い危惧を覚えます。私たちは、尊厳死法制化を考える議員連盟の方々には、慎重な審議を求めるとともに、この法の制定＝医療の不開始には反対を表明します。

